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問合せ先責任者 役職名 経営企画部部長 氏名 樽 井  み ど り TEL (０７５)３６５－１５００(代) 

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成15年10月21日  中間配当制度の有無 有 

中 間 配 当 支 払 開 始 日 平成－年－月－日  単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

１ 15年８月中間期の業績（平成15年３月１日～平成15年８月31日） 

 （1） 経営成績                      （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成15年８月中間期 3,887 （13.9） 77 （△57.6） 64 （△61.1） 

平成14年８月中間期 3,414 （15.6） 183 （△14.4） 164 （△15.0） 

平 成 1 5 年 ２ 月 期 7,208  660  627  

 

 中間（当期）純利益 
1 株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 

平成15年８月中間期 △14 （  －） △3 56 

平成14年８月中間期 50 （△35.6） 12 27 

平 成 1 5 年 ２ 月 期 283  67 11 
 （注） ① 期中平均株式数    15年８月中間期 4,077,310株   14年８月中間期 4,079,000株  15年２月期 4,078,427株 
     ② 会計処理の方法の変更  無 
     ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

 （2） 配当状況 

 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 

平成15年８月中間期 0 00 － － 

平成14年８月中間期 0 00 － － 

平 成 1 5 年 ２ 月 期 － － 12 00 

 
 
 （3） 財政状態 

 

 
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １ 株 当 た り 株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

平成15年８月中間期 6,171 1,899 30.8 464 83 

平成14年８月中間期 5,459 1,738 31.9 426 30 

平 成 1 5 年 ２ 月 期 5,679 1,970 34.7 483 44 
 （注） ① 期末発行済株式数   15年８月中間期 4,085,800株   14年８月中間期 4,079,000株  15年２月期 4,075,800株   
     ② 期末自己株式数    15年８月中間期   3,200株   14年８月中間期     －株  15年２月期   3,200株 

 

２ 16年２月期の業績予想（平成15年３月１日～平成16年２月29日） 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通 期 8,380 546 242 12 00 12 00 
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 56円78銭 

 
(注) 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想 

数値と異なる場合があります。 
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１．中間財務諸表 

 ①中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成14年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成15年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  472,285   874,893   563,997   

２．売掛金  243,321   330,777   77,340   

３．たな卸資産  88,274   76,121   76,224   

４．繰延税金資産  64,705   88,955   62,004   

５．債権信託受益権  －   100,000   100,000   

６．その他  300,929   111,134   302,482   

７．貸倒引当金  △13,937   △11,798   △5,536   

流動資産合計   1,155,577 21.2  1,570,084 25.4  1,176,512  20.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 1,520,545   1,612,481   1,553,967   

２．土地 ※２ 1,163,932   1,163,932   1,163,932   

３．その他  258,856   303,585   305,919   

有形固定資産合計  2,943,334  53.9 3,079,998  49.9 3,023,819  53.3 

(2）無形固定資産  215,911  4.0 174,701  2.8 200,792  3.5 

(3）投資その他の資産           

１．繰延税金資産  102,729   190,814   144,183   

２．敷金・保証金  762,433   847,841   833,119   

３．その他  279,636   308,403   301,615   

４．貸倒引当金  △500   △700   △550   

投資その他の資産
合計 

 1,144,299  20.9 1,346,359  21.9 1,278,367  22.5 

固定資産合計   4,303,545 78.8  4,601,059 74.6  4,502,980 79.3 

資産合計   5,459,123 100.0  6,171,144 100.0  5,679,492 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  51,441   47,640   50,785   

２．短期借入金 ※２ 320,000   500,000   500,000   

３．一年以内返済予定
長期借入金 

※２ 822,316   672,232   639,596   

４．賞与引当金  154,966   180,579   125,713   

５．未払金  297,424   382,152   371,931   

６．未払法人税等  101,669   94,412   175,278   

７．その他  156,866   182,172   195,228   

流動負債合計   1,904,685 34.9  2,059,188 33.3  2,058,534 36.2 
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前中間会計期間末 

（平成14年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成15年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  －   200,000   －   

２．長期借入金 ※２ 1,506,032   1,518,801   1,250,044   

３．退職給付引当金  235,080   367,844   299,696   

４．役員退職慰労引当
金 

 74,430   126,116   100,819   

固定負債合計   1,815,543 33.2  2,212,762 35.9  1,650,560 29.1 

負債合計   3,720,228 68.1  4,271,951 69.2  3,709,095 65.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   308,020 5.6  － －  － － 

Ⅱ 資本準備金   244,200 4.5  － －  － － 

Ⅲ 利益準備金   41,000 0.8  － －  － － 

Ⅳ その他の剰余金           

１．任意積立金  910,000   －   －   

２．中間(当期)未処分
利益 

 228,868   －   －   

その他の剰余金合計   1,138,868 20.9  － －  － － 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  6,807 0.1  － －  － － 

資本合計   1,738,895 31.9  － －  － － 

           

Ⅰ 資本金   － －  309,690 5.0  308,020 5.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  －   245,860   244,200   

資本剰余金合計   － －  245,860 4.0  244,200 4.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  －   41,000   41,000   

２．任意積立金  －   1,010,000   910,000   

３．中間(当期)未処分
利益 

 －   289,107   462,519   

利益剰余金合計   － －  1,340,107 21.7  1,413,519 24.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  － －  4,883 0.1  6,005 0.1 

Ⅴ 自己株式   － －  △1,348 △0.0  △1,348 △0.0 

資本合計   － －  1,899,192 30.8  1,970,397 34.7 

負債・資本合計   5,459,123 100.0  6,171,144 100.0  5,679,492 100.0 
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②中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   3,414,168 100.0  3,887,668 100.0  7,208,580 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,456,022 71.9  2,883,715 74.2  5,109,522 70.8 

売上総利益   958,146 28.1  1,003,953 25.8  2,099,057 29.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  774,624 22.7  926,193 23.8  1,438,149 19.9 

営業利益   183,522 5.4  77,759 2.0  660,907 9.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  3,527 0.1  14,212 0.4  8,159 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  22,366 0.7  27,837 0.7  41,831 0.5 

経常利益   164,683 4.8  64,134 1.6  627,236 8.7 

Ⅵ 特別損失 ※４  60,979 1.8  54,937 1.4  116,104 1.6 

税引前中間(当期)
純利益 

  103,704 3.0  9,196 0.2  511,131 7.0 

法人税、住民税及
び事業税 

 101,854   96,310   313,805   

法人税等調整額  △48,183 53,670 1.6 △72,611 23,698 0.6 △86,358 227,446 3.1 

中間(当期)純利益
（△純損失） 

  50,033 1.4  △14,502 △0.4  283,684 3.9 

前期繰越利益   178,834   303,610   178,834  

中間(当期)未処分
利益 

  228,868   289,107   462,519  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

①商品……移動平均法による原

価法 

②貯蔵品…最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は、次の

通りであります。 

建物 10年～50年 

(1) 有形固定資産 

     同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により計

上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異（178,129

千円）については、３年による

按分額を費用計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（８年）による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

     同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（178,129千円）については、３

年による按分額を費用計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（８年）による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度より費

用処理することとしておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額115,009

千円は３期間で均等額を繰入れ

ることとし、当中間会計期間分

19,168千円を特別損失に計上し

ております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

     同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 なお、過年度相当額115,009

千円は３年で均等額を繰入れる

こととし、当事業年度分38,336

千円を特別損失に計上しており

ます。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を充たす金利スワップについ

ては、特例処理によっておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

 (3）ヘッジ方針 

 将来の金利市場における金利

上昇による変動リスクを回避す

る目的でデリバティブ取引を導

入しており、借入金の金利変動

リスクをヘッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の固定元本等とヘ

ッジ対象の固定元本等が一致し

ており、金利スワップの特例処

理の要件に該当すると判定され

るため、当該判定をもって有効

性の判定に代えております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

────── 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。この変更に伴う損

益に与える影響は軽微であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当事業年度から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）を適用

しております。この変更に伴う損益

に与える影響は軽微であります。  

 なお、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」（平成14年３月

26日内閣府令第９号）附則第２項た

だし書きに基づき、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部について

は、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成14年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成15年８月31日） 
前事業年度末 

（平成15年２月28日） 

 
※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
  

 
 

1,205,901 

 

千円 
  

 
 

1,388,093 

 

千円 
  

 
 

1,300,808 

 

千円 
  

※２．担保資産    

(イ)担保に供している資産    
 

建物 

土地 

計 
  

 
896,226 千円 

964,358  

1,860,584  
  

 
856,878 千円 

964,358  

1,821,237  
  

 
876,099 千円 

964,358  

1,840,457  
  

(ロ)上記に対応する債務    
 

短期借入金 

一年以内返済予定
長期借入金 

長期借入金 

計 
  

 
120,000 千円 

332,502  

1,090,462  

1,542,964  
  

 
243,750 千円 

405,222  

1,080,240  

1,729,212  
  

 
102,170 千円 

276,402  

948,576  

1,327,148  
  

 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

※１．営業外収益のうち重要

なもの 

   

 
受取利息 

  

 
258 千円 

  

 
406 千円 

  

 
542 千円 

   
有価証券償還益 

  

 
- 千円 

  

 
9,638 千円 

  

 
- 千円 

  
※２．営業外費用のうち重要

なもの 

   

 
支払利息 

  

 
20,810 千円 

  

 
18,617 千円 

  

 
40,343 千円 

   
社債発行費 

  

 
- 千円 

  

 
5,800 千円 

  

 
- 千円 

  
 ３．減価償却実施額    
 

有形固定資産 

無形固定資産 
  

 
98,022 千円 

23,411 千円 
  

 
102,361 千円 

26,228 千円 
  

 
193,195 千円 

48,820 千円 
  

※４．特別損失のうち重要な

もの 

   

 
建物除却損 

  

 

- 千円 

  

 

4,919 千円 

  

 

9,290 千円 

   
構築物除却損 

  

 

- 千円 

  

 

506 千円 

  

 

803 千円 

   
器具及び備品除却損 

  

 

- 千円 

  

 

649 千円 

  

 

1,315 千円 

   
車両運搬具除却損 

  

 

- 千円 

  

 

5 千円 

  

 

- 千円 

   
過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  

 

- 千円 

  

 

19,168 千円 

  

 

38,336 千円 

  
 

退職給付会計基準変更
時差異 

  

 

29,688 千円 

  

 

29,688 千円 

  

 

59,376 千円 
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

器具及び備
品 

247,752 149,239 98,512 

車両運搬具 6,312 1,683 4,628 

合計 254,064 150,922 103,141 

  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

器具及び備
品 

164,869 94,438 70,431 

車両運搬具 10,656 3,452 7,203 

合計 175,525 97,890 77,635 

  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備
品 

161,089 76,397 84,692 

車両運搬具 10,656 2,314 8,341 

合計 171,745 78,711 93,033 

  
（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 37,029千円 

１年超 66,111 

合計 103,141 
  

 
１年内 38,003千円 

１年超 39,632 

合計 77,635 
  

 
１年内 37,582千円 

１年超 55,451 

合計 93,033 
  

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、

有形固定資産の中間期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 20,829千円 

減価償却費相当額 20,829千円 
  

 
支払リース料 19,178千円 

減価償却費相当額 19,178千円 
  

 
支払リース料 35,861千円 

減価償却費相当額 35,861千円 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 
（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 426円30銭 

１株当たり中間純利益 12円27銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

12円17銭 

  

  
１株当たり純資産額 464円83銭 

１株当たり中間純損失 3円56銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、中間純損失
が計上されているため記載しており
ません。 

 
  

  
１株当たり純資産額 483円44銭 

１株当たり当期純利益 67円11銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

66円60銭 

  

    

（追加情報） 
 当中間会計期間から「１株当たり
当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）を適用しております。 
なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間に適用して算出した
場合の１株当たり情報については、
以下のとおりとなります。 

 
  
１株当たり純資産額 426円30銭 

１株当たり中間純利益 12円27銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

12円17銭 

    

（追加情報） 
 当事業年度から「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第４号）
を適用しております。 
なお、同会計基準及び適用指針を

前事業年度に適用して算出した場合
の１株当たり情報については、以下
のとおりとなります。 

 
  
１株当たり純資産額 426円47銭 

１株当たり当期純利益 52円35銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

52円26銭 

  
（注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、 

以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

１株当たり中間（当期）純利益 

（△純損失） 
   

中間（当期）純利益（△純損失） 

（千円） 
－   △14,502    283,684 

普通株主に帰属しない金額（千円） －    －     10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） －   －     （10,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（△
純損失）（千円） 

－   △14,502    273,684 

普通株式の期中平均株式数（株） －   4,077,310 4,078,427 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益 

   

普通株式増加数（株） －   －    30,885 

（うち新株予約権） －    －    （30,885） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－  新株予約権１種類（新

株予約権の数109,000

個） 

－ 

 
（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 
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